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国立スポーツ科学センター（JISS）では、2014

年度より、パラリンピックアスリート（以下、パ

ラアスリート）の受け入れを開始した。2012年

度に受け入れ準備を開始し、2014年度の受け入

れ開始から約 5年が経過した現在、パラアスリー

トの JISSならびにハイパフォーマンススポーツ

センター（HPSC）4)の活用状況を確認し、東京

2020パラリンピック競技大会以降の活用に向け

た基礎資料とすることを意図して本特集を企画し

た。

2011年 8月に施行されたスポーツ基本法は、

それまでのスポーツ振興法を 50年ぶりに改定し、

新たに障がい者のスポーツの振興が明記されてい

る。また、スポーツ基本法に基づき 2014年 3月

30日に策定されたスポーツ基本計画では、より

具体的に障がい者のスポーツ振興に関する記載が

ある。そこでは、

○国は、公益財団法人日本障害者スポーツ協会及

び日本スポーツ振興センター等と連携し、競技性

の高い障害者スポーツについて、さらなるメダル

獲得に向けたアスリートの発掘・育成・強化や情

報分野等による支援、競技用具等の開発、調査研

究等を推進する。

○ナショナルトレーニングセンター（以下、「NTC」

という。）、国立スポーツ科学センター（以下、

「JISS」という。）及び大学並びに国立障害者リハ

ビリテーションセンター等においては、強化・研

究関係機関として、相互に連携を進め、強化・研

究の活動拠点のネットワークを形成することが期

待される。

と記載されている。こうした背景をもとに、更

には、2014年度より障害者スポーツに関する事

業がそれまでの管轄であった厚生労働省から文

部科学省に移管されたことと併せて、JISSでは

2014年度からパラアスリートを対象とした様々

な事業を開始した。

2014年度からの本格始動に向け、JISSにおい

ては 2012年度より調査研究を通じてパラアス

リートの受け入れに関して検討してきている。

表 1はそうした取り組みを一覧にまとめたもの

である。2012年度、2013年度に調査研究を行い 6),7)、

2014年度からの受け入れを準備した。2013年度

以降の活動に関しては、各年度の JISSの年報に

報告している 1),2),3),5),8),9)。

パラアスリートの JISS利用に向けた整備とし

て、

1）施設利用に向けた体制整備
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2）各種事業の受け入れ態勢

3）共有スペースを中心とした利用スペースの

バリアフリー化

の 3点に特に留意して準備した。

JISSにおけるパラアスリート受け入れの基本

的なスタンスは、以下の通りである。

1）国際大会で活躍できるトップアスリートを

対象とする。

2）オリンピック競技で蓄積してきたノウハウ

を生かした支援事業の提供

3）パラアスリート専門の支援スタッフを育成、

配置する。

また、リオデジャネイロ 2016パラリンピック

競技大会、平昌 2018冬季パラリンピック競技大

会において、選手村の村外に支援のための拠点（ハ

イパフォーマンス・サポートセンター）を設置し

た。ハイパフォーマンス・サポートセンターのコ

ンセプトは西が丘にある HPSCの機能を現地に再

現し、スポーツ医・科学・情報面からの多面的な

支援を行うことである 10)。大会前、大会期間中の

パラアスリートの現地における最終調整の場とし

て、多くのアスリートに活用された。勿論、2014

年度以降の JISSにおける様々な事業のノウハウ

がハイパフォーマンス・サポートセンターの運営

に活かされている。

2019年 9月 10日、HPSC内に新たに NTCイー

ストがオープンした。オリンピックとパラリン

ピックの共同利用をメインコンセプトとしてお

り、パラリピックアスリートのより一層の利用が

望まれる。東京 2020パラリンピック競技大会以

降、パラアスリートにより良い形で HPSCを活用

していただくために、本特集が少しでもお役に立

てれば幸いである。

※註：本特集では「しょうがい」の表記について、

法律、行政、医学用語等の固有名詞がある場合お

よび引用した文献で表記されている場合は「障

害」、それ以外は基本的に「障がい」を使うこと

とする。
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